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施⼯体制評価点の評価⽅法を以下のとおり改正する。
• ⼯事費内訳書の内訳⾦額を基に評価する⽅法から、⼊札額に対応した

内訳⾦額を基に評価する⽅法へ改正する。
※ ⼯事費内訳書の提出は、適切な積算が⾏われているか確認するためであり、

⼊札額と不⼀致でも可。
（⼯事費内訳書の取扱はこれまでどおり変更はない）

総合評価落札⽅式に関する制度改正
施⼯体制確認型の評価⽅法の改正等 R7.10.1⼊札公告より適⽤施⼯体制確認型の評価⽅法の改正等 R7.10.1⼊札公告より適⽤

【改正後：電⼦⼊札システム改修イメージ画⾯】

⼊札⾦額と整合する
⼯事費内訳⾦額を
⼊札参加者が⼊⼒

⾃⼰評価申告の評価点
を⼊札参加者が⼊⼒

１の改正および審査事務改善に対応するため、総合評価落札⽅式
にかかる電⼦⼊札書の様式を改正する。（右図参照）
• ⼊札額に対応する内訳⾦額の記載（⼊⼒）欄を設ける。
• ⾃⼰評価申告書の評価区分毎の評価点等の記載（⼊⼒）欄※を設ける。

※技術提案型は適⽤しない。

１ 施⼯体制評価点の評価⽅法の改正

２ ⼊札書様式の改正
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兵庫県指名停⽌基準・⼊札参加資格制限基準の改正

兵庫県指名停⽌基準と中央公契連モデルとの相違点兵庫県指名停⽌基準と中央公契連モデルとの相違点

● 中央公契連モデルに準じた内容に改正
【改正内容】
 ⼯事事故及び各種法令違反による指名停⽌の措置要件から「書類送検」を削除
 指名停⽌・資格制限期間中の事業者が県発注建設⼯事等の⼀部または全部を受託することを禁⽌

改正内容 R7.4.1適⽤改正内容 R7.4.1適⽤

1. 兵庫県指名停⽌基準では、⼯事事故等に起因する労働関連法令違反などの各種法令違反を犯した事業者が、
書類送検がされた段階で、指名停⽌を⾏うこととなっている。
（※ 中央公契連モデルでは、平成10年に書類送検は措置要件から削除されている。）

2. 兵庫県指名停⽌基準及び⼊札参加資格制限基準では、指名停⽌、資格制限措置期間中の事業者が、県発注
建設⼯事等の下請となることは禁⽌しているが、受託をすることまでは禁⽌していない。
（※ 中央公契連モデルでは、指名停⽌期間中の事業者が、下請けまたは受託することを禁⽌している。）

受注者 指名停⽌・資格制限
期間中の事業者 受注者 指名停⽌・資格制限

期間中の事業者

下請（×）

委託（○）

下請（×）

委託（×）

【兵庫県】 【中央公契連モデル】

【兵庫県】 【中央公契連モデル】

有資格者

起訴
逮捕
書類送検 指名停⽌ 有資格者

起訴
逮捕 指名停⽌
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（１）令和３、４・５年度名簿では、受講の実績期間を２年間から３年間へ１年延⻑する特例措置を実施
（２）令和６・７年度名簿の基準受付から特例措置を終了（受講の実績期間を２年間とする）

・令和5年5⽉22⽇に、感染症法上の位置づけが季節性インフルエンザと同じ「５類」に移⾏

⼊札参加資格者名簿技術・社会貢献評価項⽬の⼀部改正
建設業暴⼒追放活動の加点対象とする講習受講実績期間の改正

（参考）新型コロナウイルス感染症（COVID-19）流⾏時における特例措置

１ 現⾏２年間としている講習会等受講の実績期間を３年間に改正する。

２ 令和６・７年度名簿中間年の更新申請から対象（名簿更新R7.10.1 受付R7年5⽉末頃〜6⽉中旬頃）
※新規の⼊札参加資格申請である追加受付も対象（名簿登載R7.10.1 受付R7.7.1〜R7.7.10）

１ 兵庫県では、⼊札参加資格者の格付け、⼊札参加要件に、技術・社会貢献評価項⽬を活⽤している。

２ 技術・社会貢献評価項⽬の⼀つである建設業暴⼒追放活動では、次の講習会等に参加して暴⼒団による不当
な影響の排除に取り組んだ場合に、技術・社会貢献評価数値の加点対象にしている。

・公益財団法⼈暴⼒団追放兵庫県⺠センター実施の不当要求防⽌責任者講習会

・兵庫県建設業暴⼒追放協議会及び同協議会の賛助会員団体が実施する暴⼒団追放研修会

３ 現在、不当要求責任者講習の受講は、おおむね３年ごとに１回とされている。
（暴⼒団員による不当な⾏為の防⽌等に関する法律施⾏規則第18条2項）
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改正内容 R7.10.1名簿更新分から適⽤改正内容 R7.10.1名簿更新分から適⽤

技術・社会貢献評価項⽬における建設業暴⼒追放活動技術・社会貢献評価項⽬における建設業暴⼒追放活動


